
後期高齢者終末期相談支援料に係る調査（平成２１年５月中医協検証部会）

後期高齢者終末期相談支援料の検証結果② 満足度

（２）話し合い後の患者・家族の状況（事例調査における医療スタッフの回答）

4.8% 12.1% 71.3%7.6%

0.2% 0.1%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合　計
（Ｎ＝2,420）

話し合ってよかった どちらかといえば、話し合ってよかった

どちらかといえば、話し合わなければよかった 話し合わなければよかった

わからない 本人は話し合いに同席しなかった

不明

26.6% 17.2%51.7%

0.7% 0.2% 1.4%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合　計
（Ｎ＝2,420）

話し合ってよかった どちらかといえば、話し合ってよかった

どちらかといえば、話し合わなければよかった 話し合わなければよかった

わからない 家族は話し合いに同席しなかった

不明

①本人の様子

②家族の様子
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①話し合いの内容をとりまとめた文書等の提供の希望

（３）話し合い後の文書の提供に関する国民の意識

②話し合い結果をとりまとめた文書の提供状況

72.3% 12.2% 15.3% 0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合　計
（Ｎ＝1,024）

希望する 希望しない どちらともいえない 無回答

82.1%

80.4%

65.6%

8.9%

14.3%

21.1% 11.0%

4.5%

7.1% 1.8%

0.9%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

　その他の診療所   　
（Ｎ＝56）

在宅療養支援診療所
（Ｎ＝112）

　　　 　病　　　院　　　 　
（Ｎ＝209）

提供していない 一部提供している 全て提供している 不明

件 数 割 合
説明を受けたことについて、後で確認したいから 510 68.9%
参加できない家族も含めて、家族全員で、話し合いの内容を共有したいから 490 66.2%
話し合った方針を、後で確認したいから 415 56.1%
医療側にも、合意した内容を共有してほしいから 382 51.6%
その他 28 3.8%

総 数 740 100.0%

③文書等の提供を希望する理由＜複数回答＞

後期高齢者終末期相談支援料の検証結果③ 文書の提供

文書の提供を「希望する」割合が72.3%と高い一方で、施設調査では、「文書は提供
していない」割合が高く、医療機関側と一般国民の意識とのずれも明らかになった。 19



後期高齢者終末期相談支援料に係る調査（平成２１年５月中医協検証部会）

後期高齢者終末期相談支援料の検証結果④ 費用への意識

（４）公的医療保険から医療機関に費用が支払われることに対する国民の意識

①全体

②年齢階層別

34.1% 27.5% 36.2% 2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合　計
（Ｎ＝1,209）

好ましい 好ましくない どちらともいえない 無回答

28.6%

26.2%

40.6%

33.8%

33.9%

35.4%

39.4%

28.6% 42.0%

39.3%

33.0%

37.9%

31.4%

33.7%

37.6%18.3%

28.8%

33.9%

25.0%

25.4%

32.2%

0.8%

2.2%

1.0%

3.3%

0.8%

2.1%

4.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

75歳以上
（Ｎ＝109）

65-74歳
（Ｎ＝243）

60-64歳
（Ｎ＝118）

50-59歳
（Ｎ＝240）

40-49歳
（Ｎ＝197）

30-39歳
（Ｎ＝183）

20-29歳
（Ｎ＝119）

好ましい 好ましくない どちらともいえない 無回答 20



（１）国民の意識
○終末期の治療方針等について「話し合いを行いたい」割合は84.7％と高かった。
○一方で、公的医療保険から医療機関に対して相談料が支払われることについて

「好ましい」が34.1%、「好ましくない」が27.5%、「どちらともいえない」が36.2%と
なり、意見が分かれた。

（２）患者本人の話し合いへの参加
○事例調査において患者本人の参加が17.7％とさほど高くなく、話し合いの実際

と一般国民の意識の違いが見られた。

（４）診療報酬としての意義
○平成20年７月より後期高齢者終末期相談支援料については凍結措置が講じら

れているが、一般国民に対する意識調査において、公的医療保険から医療機
関に対して相談料が支払われることについては、「好ましい」「好ましくない」
「どちらともいえない」がほぼ拮抗していることも踏まえ、そのあり方については
今後とも引き続き検討を行う必要がある。

後期高齢者終末期相談支援料の検証結果⑤ 検証部会の評価

（３）話し合いの影響
○実際に話し合いが患者や家族にもたらした影響として、「不安が軽減された」

「よりよい決定に生かされたようだった」等のプラスの影響が比較的多く見られた。
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